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〇土地改良法による道営換地計画の決定（２件） （農業施設管理課）……………………
〇知事権限に係る保安林の指定 （治山課）……………………………………………………
〇農林水産大臣権限に係る保安林の指定の予定 （治山課）…………………………………
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〇森林法による通知に代える公示（２件） （治山課）………………………………………
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〇道路の供用の開始 （道路課）…………………………………………………………………
〇道路の区域の変更及び供用の開始 （道路課）………………………………………………

道人事委員会規則

〇精神病院の用語の整理のための関係人事委員会規則の整理に関する規則………………
〇北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則……………………
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〇特定調達契約に係る落札者等の公示…………………………………………………………

規 則

北海道漁業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道漁業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則
北海道漁業近代化資金利子補給規則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改

正する。

第２条第２項の表中「年 パーセント」を「年 パーセント」に改める。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則による改正後の北海道漁業近代化資金利子補給規則の規定は、平成 年 月
日以後に知事が利子補給を承認した漁業近代化資金について適用し、同日前に知事が利子
補給を承認した漁業近代化資金については、なお従前の例による。

告 示

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、新篠津村中篠津南
地区の換地計画を定めた。
その関係書類は、北海道石狩支庁に備え置いて、平成 年 月 日から 日間、一般の縦

覧に供する。
なお、この計画については、同条第４項において準用する同法第 条第６項の規定に基づ

き、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをすることが
できる。
また、同法第 条の２第４項において準用する同法第 条第７項の規定による決定に不服

がある者は、同法第 条の２第４項において準用する同法第 条第 項の規定に基づき、北
海道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の
取消しの訴えを提起することができる。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、栗山町旭大地区の
換地計画を定めた。
その関係書類は、北海道空知支庁に備え置いて、平成 年 月 日から 日間、一般の縦

覧に供する。
なお、この計画については、同条第４項において準用する同法第 条第６項の規定に基づ

き、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをすることが
できる。
また、同法第 条の２第４項において準用する同法第 条第７項の規定による決定に不服

がある者は、同法第 条の２第４項において準用する同法第 条第 項の規定に基づき、北
海道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の
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取消しの訴えを提起することができる。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林の所在場所 田郡洞爺湖町洞爺湖温泉 の３
２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件

立木の伐採の方法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を北海道胆振支庁産業振興部林務課及び洞爺
湖町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和 年法律第
号）第 条の規定による通知があった。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所

士別市朝日町茂志利 の４・ の１・ の２・ の５（以上４筆について次
の図に示す部分に限る。）、 の２、 の３、 の５、 の６、
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２ 保安林予定森林の所在場所 紋別郡西興部村字中藻 の１（次の図に示す部分に
限る。）

指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課並びに士別市役所及び西興部村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除に係る保安林の所在場所 河東郡鹿追町東瓜幕西 線 の ・東瓜幕西 線

の９（以上２筆について次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 風害の防備
解 除 の 理 由 道路用地とするため

２ 解除に係る保安林の所在場所 中川郡幕別町字栄 の１・ の１（以上２筆につ
いて次の図に示す部分に限る。）

保安林として指定された目的 風害の防備
解 除 の 理 由 農道用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝支庁産業振興部林務課及び関係町役場に
備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条の規定による通知があっ
た。
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平成 年 月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 指定施業要件変更予定保安林 勇払郡占冠村・中川郡美深町・音威子府村・中川町
（以上２町２村について次の図に示す部分に限る。）の所在場所

保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
占冠村・美深町・音威子府村・中川町（以上２町２村について次の図に示す部分
に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
２ 指定施業要件変更予定保安林 勇払郡占冠村（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
３ 指定施業要件変更予定保安林 留萌郡小平町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 水源のかん養
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
小平町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

４ 指定施業要件変更予定保安林 留萌郡小平町（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
小平町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び関係町村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条の規定による保
安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第 条
の規定により、その通知の内容を乙部町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成 年北
海道告示第 号のとおりである。

平成 年 月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

所在が不分明な者
爾志郡乙部町字 町 所在の森林について所有権を有する 沢 田 誠

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条第３項の規定に
よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第 条
の規定により、その通知の内容を名寄市役所及び音威子府村役場の掲示場に掲示した。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 所在が不分明な者

名寄市字旭東 所在の森林について所有権を有する 田 中 英 一
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通 知 の 要 旨 平成 年農林水産省告示第 号
掲 示 場 所 名寄市役所

２ 所在が不分明な者
中川郡音威子府村字咲来 の１、 所在の森林について所有権を有する

長 野 嘉 男
中川郡音威子府村字咲来 の１、 の８、 の９所在の森林について所有権を有

する 伊 東 よし子、木 島 輝 美、岡 崎 明 美、井 口 京 子
中川郡音威子府村字咲来 所在の森林について所有権を有する 一ノ谷 光 生
中川郡音威子府村字咲来 所在の森林について所有権を有する 高 瀬 英 輔
中川郡音威子府村字咲来 の１、 の２所在の森林について所有権を有する

福 田 敏 行
中川郡音威子府村字咲来 所在の森林について所有権を有する 岡 田 幸 雄
中川郡音威子府村字物満内 、 所在の森林について所有権を有する

松 田 富 三
通 知 の 要 旨 平成 年農林水産省告示第 号
掲 示 場 所 音威子府村役場

北海道告示第 号

建設業法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、次のとおり建設業の許可
を取り消した。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 処 分 を し た 年 月 日 平成 年 月６日
２ 処 分 を 受 け た 者

商号及び代表者の氏名 有限会社丸正仁木産業建設 仁木 正
主たる営業所の所在地 余市郡仁木町銀山１丁目 番地
建設業の許可の番号 般 後第 号

３ 処 分 の 内 容 許可の取消し
４ 処分の原因となった事実
上記の者が建設業法第 条第１項第２号に該当した。

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か

ら２週間、一般の縦覧に供する。

平成 年 月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

路 線 名 及 び 縦 覧 場 所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 丹 羽 今 金 線 久遠郡せたな町北檜山区東丹羽７番１地先から 平成
北海道函館土木現業所 瀬棚郡今金町字神丘 番１地先まで
道道 江 差 木 古 内 線 檜山郡上ノ国町字湯ノ岱 番２地先から 同
北海道函館土木現業所 檜山郡上ノ国町字湯ノ岱 番３地先まで
道道 上羽幌羽幌停車場線 苫前郡羽幌町字中央 番２地先から 同
北海道留萌土木現業所 苫前郡羽幌町字中央 番１地先まで

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道
２ 道路の路線名、縦覧場所及び区域

路線名及び縦覧場所 区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
江 別 恵 庭 線 江別市東野幌 番１地先から 前 から ――北海道札幌土木現業所 北広島市北の里 番１地先まで まで

後 から ――まで
上羽幌羽幌停車場線 苫前郡羽幌町字上羽幌 番１地先から 前 から ――北海道留萌土木現業所 苫前郡羽幌町字上羽幌 番地先まで まで

前 から ――まで

後 から ――まで

道 人 事 委 員 会 規 則

精神病院の用語の整理のための関係人事委員会規則の整理に関する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
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北海道人事委員会規則７

精神病院の用語の整理のための関係人事委員会規則の整理に関する規則
（給料の調整額に関する規則の一部改正）

第１条 給料の調整額に関する規則（北海道人事委員会規則７ ）の一部を次のように
改正する。
別表第１中「道立精神病院」を「道立精神科病院」に改める。
（管理職手当に関する規則の一部改正）

第２条 管理職手当に関する規則（北海道人事委員会規則７ ）の一部を次のように改
正する。
別表知事部局の部中「道立精神病院」を「道立精神科病院」に改める。
（宿日直手当に関する規則の一部改正）

第３条 宿日直手当に関する規則（北海道人事委員会規則７ ）の一部を次のように改
正する。
第２条の２第１項中「道立精神病院」を「道立精神科病院」に改める。
（管理職員等の範囲を定める規則の一部改正）

第４条 管理職員等の範囲を定める規則（北海道人事委員会規則 １）の一部を次のよう
に改正する。
別表知事部局の項中「道立精神病院」を「道立精神科病院」に改める。
附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則 ）の一部を次

のように改正する。
第４条を次のように改める。

第４条 削除
第５条の２中「第９条の２第１項」の次に「各号列記以外の部分」を加え、同条を第１項

とし、同条に次の１項を加える。
２ 条例第９条の２第１項第２号の人事委員会規則で定めるものは、児童福祉法（昭和 年
法律第 号）第６条の２第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う施設にその子
（当該放課後児童健全育成事業により育成されるものに限る。）を出迎えるため赴く職員

とする。
第５条の４中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。
前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第９条の２第１項に規定する
職員に該当しなくなったこと。
第５条の７中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。
前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第９条の３第１項に規定する
職員に該当しなくなったこと。
第５条の９中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。
前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第９条の３第２項に規定する
職員に該当しなくなったこと。
第 条中「、休息時間」を削る。
附 則

この規則は、平成 年４月１日から施行する。

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則 ）の一部

を次のように改正する。
第４条を次のように改める。
第４条 削除
第５条の２中「第９条の２第１項」の次に「各号列記以外の部分」を加え、同条を第１項
とし、同条に次の１項を加える。
２ 条例第９条の２第１項第２号の人事委員会規則で定めるものは、児童福祉法（昭和 年
法律第 号）第６条の２第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う施設にその子
（当該放課後児童健全育成事業により育成されるものに限る。）を出迎えるため赴く職員
とする。
第５条の４中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。

前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第９条の２第１項に規定する
職員に該当しなくなったこと。
第５条の７中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。
前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第９条の３第１項に規定する
職員に該当しなくなったこと。
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第５条の９中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。
前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が条例第９条の３第２項に規定する
職員に該当しなくなったこと。
第 条中「、休息時間」を削る。
附 則

この規則は、平成 年４月１日から施行する。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第 号

交番その他の派出所及び駐在所の名称、位置及び所管区（昭和 年北海道警察本部告示第
号）の一部を次のように改正し、平成 年 月 日から施行する。
平成 年 月 日

北海道警察本部長 口 建 史
別表札幌方面岩見沢警察署の項中

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
号）第 条第１項第１号の規定による。

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
氏 名 北海道警察本部総務部会計課
住 所 札幌市中央区北２条西７丁目

「

」

を

「

」

に改める。町
同 町
１丁目１番
号

桜 木
同 桜木
１条６丁目２
番 号

北海道警察本部告示第 号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成 年 月 日

北海道警察本部長 口 建 史
１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量
運転者管理システム修正業務委託 一式

２ 随意契約の相手方を決定した日
平成 年 月 日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
氏 名 日本電気株式会社
住 所 東京都港区芝五丁目７番１号

４ 随意契約に係る契約金額
円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約


